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１．研究計画の概要 

1980 年代のいわゆる日本的経営の有効性
が喧伝されていた時代から四半世紀以上
が経過した現代，新たな日本的経営システ
ムのモデル構築の可能性を，とりわけ日本
企業の強みである人的資源管理（HRM）に
焦点を当てて，理論的かつ実証的に検討す
る。 

 
２．研究の進捗状況 

日本型 HRM の構成要素として，とりわけ昨
今注目されているワーク・ライフ・バラン
スの諸制度や技能継承の仕組み，組織市民
行動のあり方など，多様な側面に注目しな
がら検討を鋭意進めているところである。 
（1）ワーク・ライフ・バランス制度につ
いては，日本型ＨＲＭシステムの構成要素
としてのワーク・ライフ・バランス制度が，
どの程度，国際的な普遍妥当性を有してい
るかについて，特にワーク・ライフ・バラ
ンス制度に焦点を当てて考察を行なった。
その結果，日本企業における現状のワー
ク・ライフ・バランスの諸制度の多くが概
ね，ヨーロッパ（オランダ，イギリス）や
アメリカといった諸外国のモデルを，明示
的であれ，暗黙的であれ，参考にしながら
構築されており，とりわけ労働時間短縮と
いう論点に関してその傾向が強いことが
明らかになった。 
（2）組織市民行動については，日本企業
およびアメリカ企業における従業員（正社
員）の組織市民行動を比較した結果，当初
の予測に反し，アメリカ企業より日本企業
の方が，組織市民行動を行なう頻度と範囲

が統計的有意に低位にとどまっているこ
とが判明した。こうした当初の予測と反す
る結果が導出された１つの原因として，組
織市民行動なる概念それ自体が，アメリカ
での経営学の学的発展の影響を大きく受
けた概念であり，またシティズンシップ
（「市民」）概念もヨーロッパの市民概念と
は含意する意味内容や規定が我が国のそ
れと異なっていることに一因がある可能
性があることがわかった。          

 
３．現在までの達成度 

②おおむね順調に進展している。 
（理由）5 年間の研究計画のうち，3 年目
まででほぼ関連文献の探索・整理，実証研
究のデータ収集の 7 割程度を終える予定
であった。2011 年 4 月 1 日時点で，ワー
ク・ライフ・バランスの領域で，訪問先企
業の希望もあり，一部にデータ未収集部分
が残るものの，おおむね当初の予定通り計
画が進捗していると評価できる。 

 
４．今後の研究の推進方策 

未収集部分の実証データの収集・整理，分
析を含め，当初の研究計画を完遂できるよ
う努力したい。実証研究は，訪問予定企業
の状況に左右されるが，代替となるべき企
業や組織にもアプローチするなどの推進
策をとる予定である。その後は，成果発表
に研究活動の軸足を移していきたい。 

 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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